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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第179期
第３四半期
連結累計期間

第180期
第３四半期
連結累計期間

第179期
第３四半期
連結会計期間

第180期
第３四半期
連結会計期間

第179期

会計期間

自　平成20年
12月１日

至　平成21年
８月31日

自　平成21年
12月１日

至　平成22年
８月31日

自　平成21年
６月１日

至　平成21年
８月31日

自　平成22年
６月１日

至　平成22年
８月31日

自　平成20年
12月１日

至　平成21年
11月30日

売上高 （百万円） 60,811 61,338 18,939 20,077 82,534

経常利益 （百万円） 1,813 3,635 906 1,305 2,451

四半期（当期）純利益

又は四半期純損失（△）
（百万円） △360 1,433 268 △65 797

純資産額 （百万円） － － 70,609 69,097 69,875

総資産額 （百万円） － － 119,928114,550116,962

１株当たり純資産額 （円） － －  862.70  852.30 854.35

１株当たり四半期（当期）

純利益金額又は

四半期純損失金額（△）

（円） △4.47 17.84 3.33 △0.81 9.90

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 58.0 59.4 58.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 6,958 6,834 － － 10,435

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △4,597 △129 － － △5,693

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △411 △3,225 － － △3,447

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） － － 12,638 15,392 11,916

従業員数 （人）  －  －  4,144  4,123 4,119

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標の推移については記載しており

ません。

２．売上高は、消費税等抜きで表示しております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 

　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年８月31日現在

従業員数（人） 4,123[818]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年８月31日現在

従業員数（人） 714 [241]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その形態・単位等は必ずしも

一様でなく、また受注生産をとらない製品もあり、事業の種類別セグメントごとに生産規模及び受注規模を金額ある

いは数量で示すことはしておりません。

　このため生産、受注及び販売の状況については「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に

おける、各事業の種類別セグメント業績に関連付けて示しております。

 

２【事業等のリスク】

　　当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間における経済環境は、輸出の拡大や個人消費の持ち直しなど、緩やかな景気回復の動

きが続いたものの、雇用・所得環境は依然として厳しく、アメリカ・欧州を中心とした海外経済の下振れ懸念、金融

資本市場の変動やデフレの影響など景気を下押しするリスクが依然として存在しており、なお先行き不透明な状況

が続いております。

当第３四半期連結会計期間の連結業績は、売上高201億円弱（前年同期比6.0％増）、経常利益13億円余（前年同

期比44.0％増）、四半期純損失0億円強となりました。

　事業の種類別セグメントの概況は以下の通りです。

　

①衣料繊維事業

衣料繊維事業は、ウール（天然繊維）を主素材とした衣料用の素材・製品の開発・製造・卸売りを行っておりま

す。　

売糸は、編物用糸の一部が低調となったものの、紳士向け織物用糸などで需要が上向き、販売数量・価格とも好調

に推移し、増収となりました。

学校向け制服素材は、第３四半期がオフシーズン期にあたり、流通段階の在庫調整も加わり、微減収となりまし

た。官公庁向け制服素材は、官公庁の予算削減という厳しい市場環境が続くなか、積極的な企画・開発・提案が受注

に結びつき、増収となりました。

一般企業向け制服素材は、企業業績の回復遅れに伴う、制服の更改延期の影響を受け、減収となりました。メンズ

・レディース向け素材並びに衣料製品は、メンズ素材が、郊外店向けを中心に増収となりましたが、レディース向け

素材・衣料製品は、小売の低価格化の影響が大きく減収となり、全体では減収となりました。

海外向け販売は、第３四半期に入り欧州・アジア市場で持ち直しの兆しが見られるものの米国向けは来年春夏物

の非ウール化が進み、減収となりました。

　以上の結果、衣料繊維事業の当第３四半期連結会計期間の売上高は85億円強（前年同期比1.8％減）となりまし

た。

　

②資材事業

資材事業は、ウールから化合繊、糸から紐・フェルト・不織布・カーペットまでの開発・製造・卸売りを行って

おります。

産業用資材のうち、フェルト・不織布は、家電、自動車、ＯＡ機器向け資材等の販売が好調に推移し、大幅増収とな

りました。糸、紐も、車輌資材、電気資材向け販売が好調で、増収となりました。

カーペットは、新商品への更新需要及びテニスコート用カーペット工事販売の受注増加等により、増収となりま

した。

生活用資材のうち、ラケットスポーツ用品は、海外販売がＯＥＭ生産の拡大により増収となりましたが、国内販売

は減収となり、全体では微減収となりました。釣糸は、主力となる高強力素材ＰＥシリーズの売上が前年を下回り、

減収となりました。

　以上の結果、資材事業の当第３四半期連結会計期間の売上高は36億円強（前年同期比12.4％増）となりました。
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③エンジニアリング事業

　エンジニアリング事業は、産業向け機械、電子・電気計測器及びその制御装置の設計・製造・販売を行っておりま

す。汎用機器（電源・計測器、画像検査機）は、前期に引き続き、好調を維持しており、主力の専用機（特定企業向け

別注機器）も売上を大きく伸ばしたため、全体では大幅増収となりました。

　以上の結果、エンジニアリング事業の当第３四半期連結会計期間の売上高は14億円余（前年同期比74.1％増）と

なりました。

　

④開発事業

開発事業は、ショッピングセンターなど商業施設の開発・賃貸・運営、住宅等の建設・販売、不動産管理など、

「街作り」を主眼とした地域共生型の不動産開発を行っております。

商業施設運営事業は、猛暑効果とセールにより消費者の購買意欲は旺盛でしたが、買い上げ点数の減少や高額商

品の買い控えに加え、「ニッケコルトンプラザ」では昨年のリニューアルオープンの反動もあり、「ニッケパーク

タン」「ニッケコルトンプラザ」とも微減収となりました。

不動産事業は、昨年来の経済環境悪化による既存テナントの撤退及び賃料引下げの影響を大きく受けましたが、

昨年10月に取得した大阪市内の賃貸オフィスが売上げに寄与し、全体では微増収となりました。

　以上の結果、開発事業の当第３四半期連結会計期間の売上高は21億円余（前年同期比1.5％増）となりました。

　

⑤コミュニティサービス事業

コミュニティサービス事業は、ゴルフコース・練習場、テニススクール、乗馬クラブ、カラオケ、ボウリング場など

の運営、携帯電話の販売、介護事業の運営など、拠点開発による地域ニーズに対応した商品・サービスの提供を行っ

ております。

スポーツ事業は、インドアテニススクールが新規入会者の獲得が伸びず、減収となりました。ゴルフは、ゴルフ

コース及び練習場での入場者が微増したことに加え、グループ会社の決算期変更の影響もあり、増収となりました。

介護事業は、デイサービス事業・小規模居宅介護事業ともに利用者が順調に伸びたことにより、増収となりまし

た。

アミューズメント事業は、個人消費の冷え込みが厳しく、減収となりました。

携帯電話販売事業は、割賦販売への移行により長期化していた消費者の買替えサイクルが一巡し、販売台数が伸

びたことにより、増収となりました。

屋内型会員制遊戯施設事業は、新店のオープンにより増収となりました。

新規事業においては、ビデオレンタル事業の開始、飲食事業の新規出店により、増収となりました。　

　以上の結果、コミュニティサービス事業の当第３四半期連結会計期間の売上高は32億円強（前年同期比10.5％

増）となりました。

　

⑥生活流通事業

生活流通事業は、寝装品・イージーオーダー・手編毛糸の販売、馬具・乗馬用品の製造販売及び各種商材の貿易

代行業務、ペット用品の製造販売とペットフードの輸入販売など、ブランディングとマーケティングのノウハウを

強化した消費財の流通・小売を行っております。

寝装品は、ギフト需要や百貨店向けの消費の冷え込みにより、減収となりました。

イージーオーダーは一般消費者の購入意欲が戻らず、手編毛糸については低価格品へのシフトが進み減収となり

ました。

　馬具・乗馬用品は、海外大口顧客への売上により、増収となりました。

ペット用品は、小売りの低迷により、減収となりました。ペットフードは、市場の低迷により、減収となりました。

　以上の結果、生活流通事業の当第３四半期連結会計期間の売上高は11億円弱（前年同期比4.4％減）となりまし

た。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期間末に比

べ7億円強減少し154億円弱となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間の営業活動による資金収入は、四半期純利益の増加、売上債権の減少等により、32億円

余となりました。 

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間の投資活動による資金支出は、有価証券の取得による支出及び固定資産の取得による

支出等により、9億円弱となりました。 

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間の財務活動による資金支出は、長期借入金の減少及び配当金の支払等により、31億円弱

となりました。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　なお、当社は「会社の支配に関する基本方針」を定めており、その内容は以下の通りであります。

 

（株式会社の支配に関する基本方針) 

(1)基本方針の内容

　当社は、最終的に会社の財務および事業の方針の決定を支配するのは、株主であると考えております。

　そして株主は、資本市場での株式の自由な取引を通じて決まるものと考えております。したがって、会社の経営

支配権の移転を伴う株式の買付提案に応じるか否かの最終的な判断は、株主に委ねられるべきものと考えてお

ります。

　しかし、株式の大量取得行為や買付提案の中には、

①株主が適切な判断を行うために必要な情報が十分に提供されない場合

②当社の経営に参加する意思はなく、単に株価を吊り上げて高値で株式を引き取らせる目的の場合

③知的財産権、ノウハウ、企業秘密、顧客等の当社の財産を大規模買付者やそのグループ会社等に移譲させる目

的の場合

④当社の資産を大規模買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する目的の場合

⑤不動産や有価証券等の高額資産を処分させ、その利益で一時的な高配当をさせたり、高配当による株価急上昇

の際に、株式を高値で売り抜ける目的の場合

⑥株主の判断の機会または自由を制約し、株式の売却を事実上、強要するおそれがある場合

など、その目的等から当社の企業価値および株主共同の利益を著しく損なう等、当社に回復し難い損害をもたら

すと判断される場合があることが想定されます。

　当社は、このような行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると

考えております。

　したがって、そのような行為に対しては、当社取締役会が原則として何らかの対抗措置を講じることを基本方

針としております。

　

(2)基本方針の実現に資する取り組み

　当社グループは、グループの中長期ビジョン（ＮＮ１２０ビジョン）の実現に向けて、2009年度を初年度とす

る「ＮＮ１２０第１次（2009～2011）中期経営計画」を策定しております。各事業領域において重要課題を明

確化し、業績の回復に全力を挙げ、企業価値および株主共同の利益の向上に取り組んでまいります。株主還元策

につきましては、株主の利益を重要な課題の一つと考え経営に取り組み、配当を30年以上にわたり無配・減配す

ることなく実施してまいりました。今後も当社株式を継続的に安心して保有いただけるよう努めてまいります。

　コーポレートガバナンスへの取り組みにつきましては、常に株主利益の立場に立ち「経営監視の仕組み」と

「最適な経営者を選定する仕組み」を構築することを企業統治の主眼としており、取締役会議長を代表権のな

い取締役とし、取締役の任期を１年としております。また、アドバイザリーボードを設置し、指名・報酬に関わる

業務を確立するとともに、社外の識者からの経営監視ならびに経営アドバイスを取り入れる仕組みを導入して

おります。その他、執行役員制度の導入、社外取締役の招聘、買収防衛策の合理性・公正さを確保するため特別委

員会を設置するなどの取り組みを行い、企業の透明性と経営の効率性を高めるとともに社会全体から高い信頼

を得るべく、更なる強化充実に努めております。

　社会的責任につきましては、企業が持続的に成長し発展していくためには「誠実な経営」であることとコンプ

ライアンスレベルを超えて「倫理的に行動すること」が不可欠であるとの認識のもと、全社員が法と社会規範

を常に遵守し企業市民としての責任を果たすとともに、高い企業倫理を維持していくことが企業使命であると

考えております。また、「地球環境の保全」を企業経営における重要課題の一つと位置づけ、2008年までに当社

の製造事業所全てと９つのグループ会社において環境管理システムの国際規格である「ISO14001」を認証取得

しております。CO2削減を目指すべく「省エネルギー・温暖化防止」「省資源・リサイクル促進」「環境汚染防

止」をテーマとした環境保全にも取り組んでおります。

　当社グループは、以上のような取り組みを実施することにより、引き続き持続的な企業価値の向上に努めてま

いります。
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(3)基本方針に照らして不適切な者によって会社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するた

めの取り組み

　当社は、平成21年２月26日開催の第178回定時株主総会において、株主の承認を受け「当社株式の大規模買付行

為に関する対応方針（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を継続導入いたしました。本プラン

は、大規模買付行為に対して一律に対抗措置を発動するものではなく、株主共同の利益および企業価値の確保・

向上の観点から大規模買付行為に応じるか否かの最終的な判断を適切に行うことができるために、大規模買付

者ならびに当社取締役会から必要十分な情報が提供され、更には十分な熟慮期間が確保されるよう、大規模買付

ルールを定めております。

①本プランが対象とする大規模買付

当社が発行する株券等について保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付行為

②本プランの概要

ⅰ)大規模買付ルールの概要

ア)大規模買付者に対する情報提供の要請

　買付行為に先立ち、当社取締役会は大規模買付者に対し、株主の皆様の判断および当社取締役会の評価

検討のために必要かつ十分な情報（大規模買付情報）の提供を要請します。

イ)取締役会による評価検討

　当社取締役会は、大規模買付者による大規模買付情報の提供が完了した後、90日を上限として設定した

取締役会評価期間において、提供された大規模買付情報を十分に評価検討し、取締役会としての意見等を

取りまとめたうえで株主の皆様に公表します。なお、大規模買付行為は、当該評価期間後にのみ開始され

るべきものとします。

ⅱ)大規模買付行為がなされた場合の対応

ア)大規模買付ルールが遵守されない場合

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会は、その責任において企業価値

および株主共同の利益の維持・向上を目的として、新株予約権の無償割当てその他法令および当社定款

が取締役会の権限として認める措置（以下「対抗措置」といいます。）の発動を決議します。

イ)大規模買付ルールが遵守された場合

　当社取締役会は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として対抗措置の発動を

行いません。

　ただし、当該大規模買付が本プランに定める類型に該当し、当社の企業価値および株主共同の利益を著

しく損なう等、当社に回復しがたい損害をもたらすものと認められる場合には、当社取締役会は対抗措置

を発動する決議をすることがあります。なお、その決議に先立ち、当社取締役会は、その判断の合理性およ

び公正性を担保するために、特別委員会に対して対抗措置を講じることの是非について諮問します。特別

委員会は当該大規模買付が当社の企業価値・株主共同の利益を著しく毀損するものであるか否かについ

て十分検討し、当社取締役会に対して対抗措置の発動・不発動の勧告を行います。また、特別委員会が、株

主の意思を確認すべき旨を当社取締役会に勧告した場合、当社取締役会は、原則として株主意思確認総会

における株主投票または書面投票のいずれかを選択して実施いたします。

　当社取締役会は、善管注意義務に従い、その責任により特別委員会からの勧告、株主意思確認総会または

書面投票の決定を最大限尊重し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点からすみや

かに対抗措置を発動するか否かを決議します。

　

(4)前記取り組みが基本方針に従い、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的

とするものではないことについて

①当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること　

　本プランは、当社株式等に対する大規模買付等がなされた際に、必要な情報や期間を確保し、あるいは当社取

締役会が代替案を提示したり買付者と交渉すること等を可能にすることにより、当社の企業価値・株主共同

の利益を確保し向上させるという目的をもって導入しております。したがいまして、本プランの目的に反し

て、株主の利益を向上させる買収を阻害する等、経営陣の保身を図ることを目的として本プランが利用される

ことはありません。

②恣意的な対抗措置発動の防止

　当社は、対抗措置の発動等を含む本プランの運用に関する決議および勧告を客観的に行うため、当社の業務

執行を行う経営陣から独立している当社の社外取締役、社外監査役を中心に構成された「特別委員会」を設

置します。また、本プランは合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ発動されないように設定されて

いるため、当社取締役会による恣意的な発動を防止し、透明な運営が行われる仕組みを確保しております。
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③株主意思の反映

　本プランは株主総会において、株主の皆様により導入の決議がなされたことに基づき発効したものでありま

す。なお、本プランには有効期間を３年間とするサンセット条項を付しておりますが、その期間内に本プラン

を廃止する旨の株主総会決議、取締役会決議がなされた場合には、本プランはその時点で廃止されることとな

ります。また、当社取締役の任期は１年ですので、取締役の選任を通じて株主の意思を反映することが可能と

なっております。このように、本プランはデッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策ではなく、

本プランの導入および廃止には株主の意思が十分反映される仕組みとなっております。

 

(4) 研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間における当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発費は316百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1) 主要な設備の状況

   当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

  当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 192,796,000

計 192,796,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年８月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成22年10月15日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 88,478,858 88,478,858
東京・大阪

（以上市場第一部）

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式。また

１単元の株式数は1,000株で

あります。 

計 88,478,858 88,478,858 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年６月１日～

平成22年８月31日
－ 88,478,858 － 6,465 － 5,064

 

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年５月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成22年５月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式
　　　    　 8,100,000

―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式　　

　　　   　 78,853,000
78,853 同上

単元未満株式
普通株式　

  　　　     1,525,858
― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 88,478,858 ― ―

総株主の議決権 ― 78,853 ―

　

②【自己株式等】

 平成22年５月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)      

日本毛織㈱
神戸市中央区明石町
47番地

8,100,000　― 8,100,000 9.15

計 ― 8,100,000  ― 8,100,000 9.15

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

月別
平成21年
12月

平成22年
１月

 
２月

 
３月

 
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

最高（円） 581 688 650 735 784 735 630 712 674

最低（円） 504 574 568 586 724 592 572 598 618

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであります。

 

　役職の異動

新役名及び職名　 旧役名及び職名　 氏　名　 異　動　年　月　日　

取締役執行役員

研究開発センター長

第２研究開発室長　

取締役執行役員

研究開発センター長　
犬伏　康郎 平成22年５月１日　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年６月１日から平成21年８月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年12月１日から平成21年８月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年６月１日から平成22年８月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年12月１日から

平成22年８月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年６月１日から平

成21年８月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年12月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年６月１日から平成22年８月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成21年12月１日から平成22年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、大阪監査法人

による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,796 12,181

受取手形及び売掛金 18,289 21,097

有価証券 999 2,396

商品及び製品 13,996 14,602

仕掛品 6,028 5,334

原材料及び貯蔵品 1,919 1,787

繰延税金資産 1,710 1,531

その他 1,956 1,612

貸倒引当金 △112 △116

流動資産合計 60,584 60,427

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 23,049 24,410

機械装置及び運搬具（純額） 3,749 4,684

土地 6,397 6,390

建設仮勘定 147 103

その他（純額） 571 569

有形固定資産合計 ※1
 33,916

※1
 36,158

無形固定資産

のれん ※2
 118

※2
 43

その他 376 395

無形固定資産合計 495 438

投資その他の資産

投資有価証券 12,695 12,844

長期貸付金 352 242

破産更生債権等 511 609

長期前払費用 88 103

前払年金費用 4,782 5,050

繰延税金資産 425 541

その他 1,255 1,199

貸倒引当金 △557 △651

投資その他の資産合計 19,554 19,938

固定資産合計 53,965 56,534

資産合計 114,550 116,962
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,766 8,719

短期借入金 13,893 13,765

1年内償還予定の社債 739 868

未払法人税等 1,293 657

引当金 741 －

その他 4,964 6,383

流動負債合計 30,400 30,393

固定負債

社債 511 515

長期借入金 1,511 2,240

繰延税金負債 1,313 1,104

退職給付引当金 3,045 3,083

役員退職慰労引当金 54 74

長期預り敷金保証金 8,176 8,920

その他 440 755

固定負債合計 15,052 16,693

負債合計 45,452 47,087

純資産の部

株主資本

資本金 6,465 6,465

資本剰余金 4,543 4,542

利益剰余金 61,062 61,077

自己株式 △4,867 △4,324

株主資本合計 67,204 67,760

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,184 1,427

繰延ヘッジ損益 △57 △0

為替換算調整勘定 △339 △334

評価・換算差額等合計 787 1,091

少数株主持分 1,106 1,022

純資産合計 69,097 69,875

負債純資産合計 114,550 116,962
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
　至　平成21年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日
　至　平成22年８月31日)

売上高 60,811 61,338

売上原価 47,278 46,450

売上総利益 13,532 14,887

販売費及び一般管理費 ※1
 11,523

※1
 11,509

営業利益 2,009 3,378

営業外収益

受取利息 77 77

受取配当金 290 286

受取賃貸料 52 50

その他 245 290

営業外収益合計 666 703

営業外費用

支払利息 244 177

為替差損 231 －

その他 386 268

営業外費用合計 862 446

経常利益 1,813 3,635

特別利益

現金受贈益 115 －

固定資産売却益 － 474

投資有価証券売却益 3 －

関係会社株式売却益 － 25

特別利益合計 119 499

特別損失

たな卸資産評価損 801 －

固定資産売却損 23 －

投資有価証券売却損 3 －

投資有価証券評価損 24 0

事業構造改善費用 378 638

店舗リニューアル費用 815 －

特別損失合計 2,047 639

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△115 3,496

法人税、住民税及び事業税 586 1,432

法人税等調整額 △397 522

法人税等合計 189 1,955

少数株主利益 54 107

四半期純利益又は四半期純損失（△） △360 1,433
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成21年８月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年８月31日)

売上高 18,939 20,077

売上原価 14,363 14,923

売上総利益 4,575 5,154

販売費及び一般管理費 ※1
 3,845

※1
 3,853

営業利益 730 1,300

営業外収益

受取利息 17 15

受取配当金 160 149

受取賃貸料 15 18

その他 69 △48

営業外収益合計 263 134

営業外費用

支払利息 73 56

為替差損 △83 －

その他 97 73

営業外費用合計 87 129

経常利益 906 1,305

特別損失

投資有価証券評価損 △10 △4

事業構造改善費用 302 621

特別損失合計 291 617

税金等調整前四半期純利益 615 688

法人税、住民税及び事業税 216 212

法人税等調整額 81 476

法人税等合計 297 689

少数株主利益 48 64

四半期純利益又は四半期純損失（△） 268 △65
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
　至　平成21年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日
　至　平成22年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△115 3,496

減価償却費 2,850 2,780

のれん償却額 32 26

貸倒引当金の増減額（△は減少） 46 △98

退職給付引当金の増減額（△は減少） △60 △58

前払年金費用の増減額（△は増加） 264 267

受取利息及び受取配当金 △368 △363

支払利息 244 177

持分法による投資損益（△は益） 27 △49

現金受贈益 △115 －

投資有価証券売却損益（△は益） △0 －

投資有価証券評価損益（△は益） 24 0

関係会社株式売却損益（△は益） － △25

固定資産売却損益（△は益） 23 △474

固定資産除却損 590 592

売上債権の増減額（△は増加） 8,498 2,806

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,945 △241

仕入債務の増減額（△は減少） △5,099 △30

その他 △1,832 △1,383

小計 7,957 7,422

利息及び配当金の受取額 390 382

利息の支払額 △244 △174

法人税等の支払額 △1,259 △796

現金受贈による収入 115 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,958 6,834

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △32 △510

定期預金の払戻による収入 133 258

有価証券の取得による支出 △2,594 △999

有価証券の償還による収入 1,247 2,399

固定資産の取得による支出 △3,876 △1,238

固定資産の売却による収入 51 495

投資有価証券の取得による支出 △15 △508

投資有価証券の売却及び償還による収入 285 10

関係会社株式の売却による収入 － 41

貸付けによる支出 △173 △217

貸付金の回収による収入 427 162

その他 △50 △22

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,597 △129
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年12月１日
　至　平成21年８月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年12月１日
　至　平成22年８月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,186 394

長期借入れによる収入 3,550 50

長期借入金の返済による支出 △938 △1,023

社債の発行による収入 500 300

社債の償還による支出 △369 △433

自己株式の売却による収入 7 1

自己株式の取得による支出 △237 △543

配当金の支払額 △1,411 △1,408

長期預り敷金及び保証金の受入による収入 847 117

長期預り敷金及び保証金の返還による支出 △1,111 △665

その他 △62 △13

財務活動によるキャッシュ・フロー △411 △3,225

現金及び現金同等物に係る換算差額 19 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,968 3,475

現金及び現金同等物の期首残高 10,698 11,916

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 17 －

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △46 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 12,638 15,392
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年８月31日）

１．連結の範囲に関する事

項の変更

(1) 連結の範囲の変更

　第２四半期連結会計期間より、衣料繊維事業生産体制の再編に伴い、当社の連結子会

社２社が合併したことにより、連結子会社の数は１社減少しております。

 (2) 変更後の連結子会社の数 

41社 

２．持分法の適用に関する

事項の変更

持分法適用関連会社

(1) 持分法適用関連会社の変更

　第１四半期連結会計期間より、稲沢ウール加工株式会社は、清算が結了したため、持

分法適用関連会社の数は１社減少しております。

(2) 変更後の持分法適用関連会社の数

２社

３．会計処理基準に関する

事項の変更

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりました

が、第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号

平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針18号 平成19年12月27日）を適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契

約から当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について、成果の確実性が認められ

る重要な工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の工事については工事完成基準を適用しております。これによる、売上高及び損益に

与える影響はありません。　

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年８月31日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会

計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっておりま

す。

２．固定資産の減価償却費の

算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分

して算定する方法によっております。

３．法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の

算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なも

のに限定する方法によっております。繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連

結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認め

られるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニン

グを利用する方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年８月31日）

前連結会計年度末
（平成21年11月30日）

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

75,354百万円であります。

※１　有形固定資産から直接控除した減価償却累計額は

75,550百万円であります。

※２　のれん及び負ののれんの表示

　のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。相

殺前の金額は次の通りであります。

※２　のれん及び負ののれんの表示

　のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。相

殺前の金額は次の通りであります。

のれん 154百万円

負ののれん 35

差引 118

のれん 91百万円

負ののれん 48

差引 43

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年12月１日
至　平成21年８月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年８月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次の通りであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次の通りであります。

給料 3,787百万円

従業員賞与 806

退職給付費用 392

運賃・保管料 886

減価償却費 332

広告宣伝費 554

販売見本費 290

給料 3,802百万円

従業員賞与 803

退職給付費用 449

運賃・保管料 830

減価償却費 316

広告宣伝費 539

販売見本費 318

　
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次の通りであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次の通りであります。

給料 1,267百万円

従業員賞与 283

退職給付費用 146

運賃・保管料 292

減価償却費 114

広告宣伝費 181

販売見本費 105

給料 1,288百万円

従業員賞与 279

退職給付費用 133

運賃・保管料 280

減価償却費 89

広告宣伝費 190

販売見本費 113
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年12月１日
至　平成21年８月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年８月31日）

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係（平成21年８月31

日現在）

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係（平成22年８月31

日現在）

現金及び預金勘定 12,862百万円

有価証券勘定 1,894

計 14,757

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △224

償還期限が３ヶ月を超える債券等 △1,894

計 12,638

現金及び預金勘定 15,796百万円

有価証券勘定 999

信託受益権（その他流動資産）　 114

計 16,910

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △518

償還期限が３ヶ月を超える債券等 △999

計 15,392

 

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年８月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年12月１日　至平

成22年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　88,478,858株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　 　8,704,843株

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

(1)配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年２月25日

定時株主総会
普通株式 805 10

平成21年

11月30日

平成22年

２月26日
利益剰余金

平成22年７月９日

取締役会
普通株式 643 8

平成22年

５月31日

平成22年

８月20日
利益剰余金

 

(2)基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年６月１日　至平成21年８月31日）

 

 
衣料繊維
 事業 
  

(百万円)

 
資材事業
 
 

(百万円)

 
エンジニア
リング
事業
(百万円)

 
開発事業
 
 

(百万円)

コミュ
ニティ
サービス
事業

（百万円）

 
生活流通
事業
 

（百万円）

 
計
 
 

（百万円）

 
消去
又は全社
 

(百万円)

 
連結
 
 

（百万円）

売上高          

(1)外部顧客

に対する 

売上高

 8,7233,238 815 2,0802,9551,12518,939 － 18,939

(2)セグメン

ト間の内

部売上高

又は振替

高

70 9 1 365 10 6 464 (464) －

計 8,7943,248 817 2,4462,9651,13219,403(464) 18,939

営業利益又は

営業損失(△)
△50 150 △122 901 133 32 1,045 (315) 730

 

当第３四半期連結会計期間（自平成22年６月１日　至平成22年８月31日）

 

 
衣料繊維
 事業 
  

(百万円)

 
資材事業
 
 

(百万円)

 
エンジニア
リング
事業
(百万円)

 
開発事業
 
 

(百万円)

コミュ
ニティ
サービス
事業

（百万円）

 
生活流通
事業
 

（百万円）

 
計
 
 

（百万円）

 
消去
又は全社
 

(百万円)

 
連結
 
 

（百万円）

売上高          

(1)外部顧客

に対する 

売上高

 8,5653,6381,4192,1113,2661,07520,077 － 20,077

(2)セグメン

ト間の内

部売上高

又は振替

高

132 5 1 405 12 17 575 (575) －

計 8,6983,6441,4212,5173,2781,09220,653(575) 20,077

営業利益又は

営業損失(△)
315 225 33 891 140 21 1,629 (328) 1,300
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前第３四半期連結累計期間（自平成20年12月１日　至平成21年８月31日）

 

 
衣料繊維
 事業 
  

(百万円)

 
資材事業
 
 

(百万円)

 
エンジニア
リング
事業
(百万円)

 
開発事業
 
 

(百万円)

コミュ
ニティ
サービス
事業

（百万円）

 
生活流通
事業
 

（百万円）

 
計
 
 

（百万円）

 
消去
又は全社
 

(百万円)

 
連結
 
 

（百万円）

売上高          

(1)外部顧客

に対する 

売上高

 29,8909,3673,4965,7158,5253,81560,811 － 60,811

(2)セグメン

ト間の内

部売上高

又は振替

高

215 40 32 1,073 31 24 1,417(1,417) －

計 30,1069,4073,5286,7898,5573,83962,228(1,417) 60,811

営業利益又は

営業損失(△)
676 86 △339 2,218 296 25 2,963 (953) 2,009

（注）１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の内容

(1）衣料繊維事業……毛糸・毛織物・縫製品等の繊維製品の製造・販売

(2）資材事業　　……カーペット・不織布・フェルト等の繊維製品、テニス及びバドミントンガット等・釣糸・産業

資材の製造・販売

(3）エンジニア　……産業用機械の製造・販売、電子・電気計測器及び制御装置の製造・販売

　　リング事業

(4）開発事業　　……ショッピングセンターの賃貸事業、不動産の建設・販売・賃貸

(5）コミュニティ……ゴルフ・テニス・乗馬等のスポーツ事業、携帯電話の販売、介護サービス事業、菓子小売

　　サービス事業

(6）生活流通事業……毛布・寝装品・手編毛糸・馬具・乗馬・ペット用品・ペットフードの製造・販売

３　会計処理の方法の変更

　　（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．(1) に記載の通り、第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用してお

ります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第３四半期連結累計期間の営業利益は「衣料

繊維」で48百万円減少しております。

　　（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．(2) に記載の通り、第１四半期連結

会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第

18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、当第３

四半期連結累計期間の営業利益は「衣料繊維」で0百万円増加しております。

４　追加情報

　　（有形固定資産の耐用年数の変更）

　追加情報に記載の通り、当社及び国内連結子会社の機械装置については、法人税法の改正に伴い、第１四半期

連結会計期間より耐用年数の見直しを実施しました。この変更に伴い、当第３四半期連結累計期間の営業利益

は、「衣料繊維」で75百万円、「資材」で55百万円、「生活流通」で0百万円それぞれ減少し、営業損失は「エン

ジニアリング」で6百万円増加しております。

５　事業区分の方法の変更及び営業費用の配賦方法の変更

　経営の基本戦略が共通する事業領域に合わせて事業全体を再編したことに伴い、第１四半期より事業区分の

方法を従来の「繊維」「非繊維」の２セグメントから「衣料繊維」「資材」「エンジニアリング」「開発」

「コミュニティサービス」「生活流通」の６セグメントに変更しました。

　また、各セグメントの状況をより適切に表すため、従来各セグメントに配賦していたグループ共通営業費用

（主に研究開発費、本社管理部門費）を配賦不能営業費用として、各セグメントには配賦せず、「消去又は全

社」に表示することとしました。
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　なお、前年第３四半期連結累計期間の事業の種類別セグメント情報を、当第３四半期連結累計期間において用

いた事業区分の方法により区分すると次の通りであります。 

前年第３四半期連結累計期間（自平成19年12月１日　至平成20年８月31日）　

 

 
衣料繊維
 事業 
  

(百万円)

 
資材事業
 
 

(百万円)

 
エンジニア
リング
事業
(百万円)

 
開発事業
 
 

(百万円)

コミュ
ニティ
サービス
事業

（百万円）

 
生活流通
事業
 

（百万円）

 
計
 
 

（百万円）

 
消去
又は全社
 

(百万円)

 
連結
 
 

（百万円）

売上高          

(1)外部顧客

に対する 

売上高

 37,46913,0055,6415,4068,7944,44474,761 － 74,761

(2)セグメン

ト間の内

部売上高

又は振替

高

437 94 59 603 33 64 1,292(1,292) －

計 37,90613,0995,7016,0098,8284,50876,054(1,292) 74,761

営業利益又は

営業損失(△)
1,856 710 330 2,569 190 △231 5,426 (622) 4,804

　

当第３四半期連結累計期間（自平成21年12月１日　至平成22年８月31日）

 

 
衣料繊維
 事業 
  

(百万円)

 
資材事業
 
 

(百万円)

 
エンジニア
リング
事業
(百万円)

 
開発事業
 
 

(百万円)

コミュ
ニティ
サービス
事業

（百万円）

 
生活流通
事業
 

（百万円）

 
計
 
 

（百万円）

 
消去
又は全社
 

(百万円)

 
連結
 
 

（百万円）

売上高          

(1)外部顧客

に対する 

売上高

 27,10611,1723,9046,2509,3273,57761,338 － 61,338

(2)セグメン

ト間の内

部売上高

又は振替

高

310 29 8 1,099 35 35 1,518(1,518) －

計 27,41711,2023,9127,3499,3623,61362,857(1,518) 61,338

営業利益又は

営業損失(△)
812 474 △53 2,680 310 131 4,356 (978) 3,378

（注）１　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の内容

(1）衣料繊維事業……毛糸・毛織物・縫製品等の繊維製品の製造・販売

(2）資材事業　　……カーペット・不織布・フェルト等の繊維製品、テニス及びバドミントンガット等・釣糸・産業

資材の製造・販売

(3）エンジニア　……産業用機械の製造・販売、電子・電気計測器及び制御装置の製造・販売

　　リング事業

(4）開発事業　　……ショッピングセンターの賃貸事業、不動産の建設・販売・賃貸

(5）コミュニティ……ゴルフ・テニス・乗馬等のスポーツ事業、携帯電話の販売、介護サービス事業、菓子小売

　　サービス事業

(6）生活流通事業……毛布・寝装品・手編毛糸・馬具・乗馬・ペット用品・ペットフードの製造・販売
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年６月１日　至平成21年８月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年６月１日　至平成22年８月31日） 

　全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載を省略しております。

 

前第３四半期連結累計期間（自平成20年12月１日　至平成21年８月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成21年12月１日　至平成22年８月31日） 

　全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年６月１日　至平成21年８月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自

平成22年６月１日　至平成22年８月31日） 

　海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

 

前第３四半期連結累計期間（自平成20年12月１日　至平成21年８月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成21年12月１日　至平成22年８月31日） 

　海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

 

（有価証券関係）

前連結会計年度末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度末日に比べて著しい変動がないため、記載しておりません。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年８月31日）

前連結会計年度末
（平成21年11月30日）

１株当たり純資産額 852円30銭 １株当たり純資産額 854円35銭

２．１株当たり四半期純利益又は損失金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年12月１日
至　平成21年８月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年８月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △4円47銭 １株当たり四半期純利益金額 17円84銭

（注）１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年12月１日
至　平成21年８月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年12月１日
至　平成22年８月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △360 1,433

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）

（百万円）
△360 1,433

普通株式の期中平均株式数（千株） 80,616 80,355

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

１株当たり四半期純利益金額 3円33銭 １株当たり四半期純損失金額（△） △0円81銭

（注）１．前第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失であり、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．１株当たり四半期純利益又は損失金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年６月１日
至　平成22年８月31日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 268 △65

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）

（百万円）
268 △65

普通株式の期中平均株式数（千株） 80,595 80,180
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

　

（リース取引関係）

前連結会計年度末に比して著しい変動が認められないため、記載しておりません。

 

２【その他】

　平成22年７月９日開催の取締役会において、平成22年５月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、

次の通り中間配当金の支払を決議しました。

中間配当金総額 643百万円

１株当たり中間配当金 8円00銭

支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年８月20日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年10月13日

日本毛織株式会社

取締役会　御中

大阪監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 宮　本　富　雄　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 洲　﨑　篤　史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本毛織株式会社の

平成20年12月１日から平成21年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年６月１日から平成21年

８月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年12月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本毛織株式会社及び連結子会社の平成21年８月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載の通り、会社及び国内連結子会社は棚卸資産の評

価に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により四半期連結財務諸表を作成している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以　上

　（注）　１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年10月７日

日本毛織株式会社

取締役会　御中

大阪監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 宮　本　富　雄　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 洲　﨑　篤　史　　印　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本毛織株式会社の

平成21年12月１日から平成22年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年６月１日から平成22年

８月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年12月１日から平成22年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本毛織株式会社及び連結子会社の平成22年８月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

　

以　上

　

　

（注）　１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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